
























































ものづくりへの関心と地域産業への理解、地元定着促進を目的として、国内外のグループ各社において、地域住民や学生などを対象
に工場や完成施設の見学会を実施しています。

工場見学会の実施

地域産業の振興を目的に、地域団体が主催するイベントへのブース出展などを行っています。また、日本トレクスでは毎年「明神祭」
を主催し、従業員とその家族、地域住民の方 を々ご招待して日頃の感謝を伝える交流の場としています。

イベント主催・参画

●
●
●

グループのリソースを活用した地域貢献活動の検討
自治体との連携強化（包括連携協定締結など）
社会貢献やボランティアに関する社内制度の確立

今後の課題

昨今、コロナ禍によるパンデミック・AIの進化・各地の紛争による原材料の高騰・天災など、
予測不可能な市況の変化が続いており、これまでの経験値だけでは課題解決が難しい時
代になったと感じています。また、世間では企業の不祥事なども目立ち、「同質性」のリスク
も叫ばれています。異なる意見を聞くことと「多様性」は今後ますます重要になるでしょう。
当社グループにおいても不測の事態に対応できる組織づくりを目指し、従業員誰もがどん
な意見も具申できる職場へ、一層の進化が必要と考えています。多様性をさらに高め、『仕事
を通じた価値創造』ができる人財育成・人財教育を目指して参ります。
極東開発工業株式会社　総務人事部
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現状分析

2023年度、当社グループの有給休暇取得率は77.4%となり、目標を大きく超える実績を出すことができました。一方で、以前より残業時間
は高止まりの傾向にあり、長時間労働の抑制が課題となっています。特に極東開発工業、日本トレクスではその傾向が顕著であり、抜本的
な対策が必要です。また、長時間労働が離職やエンゲージメントの低下、メンタルヘルスの悪化につながることも考えられます。これらの事
象との因果関係を調査し、複合的に問題へ対処していくことも必要です。
また、従業員が家庭事情や自身の体調などに合わせて勤務できる環境を整えることも課題です。2024年４月からはトライアル期間を経て、
在宅勤務制度を正式に導入しました。今後もより多様な人財が個人の能力を最大限発揮しながら働ける企業を目指し、勤務形態や各種制
度の改善に加え、より精度の高いエンゲージメント調査や心理的安全性に関する調査・向上施策の実践が必要です。

2023年度の実施内容

これまで極東開発工業では3年に1度、従業員意識調査を実施し、その中の「ワーク・ライフ・バランス満足度」を一つの指標として観
測し、組織改善に役立ててきました。今後はより多面的なデータを収集するために、エンゲージメント調査への切り替えを予定してい
ます。この調査は順次グループ全体で展開し、人的資本経営推進につなげて参ります。

エンゲージメント調査の検討

当社グループでは、職務に必要なスキルを身につける「階層別研修」と個人のキャリ
アを支援する「キャリア研修」を実施しています。また、従業員の自主的な能力育成
を促進するために「自己啓発通信教育奨励金制度」や「資格取得奨励金制度」、「動
画研修サービス」などの自己啓発に関わる制度を設けているほか、2023年度は新た
にeラーニングによる「ビジネススキル研修」を導入し、従業員一人ひとりのレベル
アップを図る施策をスタートさせました。

従業員への教育・啓発の強化

当社グループでは、業務効率化や働く環境の改善による生産性向上への取組みをすすめています。ここ数年で特に力を入れているの
は、工場の生産ラインにおける空調設備の導入です。暑さ寒さ対策を実施することで、一年中安心して効率的に働くことができる職場
づくりを順次すすめています。また、極東開発工業の横浜工場では小型ダンプの生産ラインを自動化することで、生産効率向上と省
人化を実現しました。（2024年7月本格稼働）

生産性向上への取組み

ワーク・ライフ・バランスの追求

●
●
●

長時間労働の抑制に向けた具体策の検討・実施
エンゲージメント調査の実施・分析
生産性向上に向けた自動化・DX化の推進

今後の課題

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

エンゲージメント調査の検討1

従業員への教育・啓発の強化2
年間総労働時間 2021年度比5％削減●
有給休暇取得率70％以上●
ワーク・ライフ・バランス
満足度70％

●

年間総労働時間 2021年度比
0.2%削減

●

有給休暇取得率　77.4%●生産性向上への取組み3

福利厚生制度の充実4

一人あたり4.36時間
※集計対象：正社員を対象とした人事部門
主催の階層別系研修とスキル向上系研修

2023年度研修実績

従業員のモチベーションアップを目的に会社の発
展に大きく貢献した従業員へ表彰を行っています。
また、従業員が仕事以外の時間もいきいきと過ご
すために、「福利厚生倶楽部」の導入やレクリエー
ションへの補助、クラブ活動への支援などを行って
います。

福利厚生制度の充実

新入社員研修の様子

日本トレクス クラブ活動の様子

KYOKUTOのマテリアリティ 社会（S）

7

6

1

2

3

4

総務人事部の声
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廣島 ： 労働組合と会社との協議会は年10回以上行われていま
すが、中央執行委員長である岩本さんはその全てに直接参加さ
れていますよね。
岩本 ： そうなんです。内訳としては組合員の生活を支える一時
金・春闘などの賃金交渉に加え、各支部における協議会がありま
すが、全てへ出向くようにしています。これは、労働環境や働いて
いる組合員の空気感をよりリアルに受け取り、交渉内容に反映さ
せるためです。
廣島 ： 当社は、会社と労働組合がお互いの意見を尊重し、共通
の課題として解決していくという姿勢で活動しています。会社が
従業員のためと思い施策を考えても、現場では考え方が違う場

合もあります。会社と現場の間に乖離が生まれたままにならない
よう、協議を何度も重ねることで、そのギャップを解消していく
考えです。
岩本 ： 納得できるまで、妥協せずに協議を重ねることが重要で
すよね。私は従業員のリアルな思いを会社へ投げかけることを重
要視していますが、乖離をなくすための大前提として必要なの
は、会社がどれだけ人を大切にしているのかという姿勢だと思い
ます。

労働組合
との対話

特集

労働組合・会社が一体となって組織の前進を目指す

5857

労使協調を築き上げ、働きがいのある労働環境を追究する
極東開発工業の労働組合は2024年度の基本方針として３つのスローガンのもと、従業員エンゲージメント向上を目指し組合活動を展開

しています。今回は極東開発工業株式会社 総務人事部長の廣島 大二郎、労働組合 中央執行委員長を務める岩本 幸司朗との対談で

人的資本への投資をはじめとした、人に関わる取組みについてお話しします。

健康笑顔！ワークライフバランスのとれた生活を築こう！
日々前進！小さな改善で大きな一歩を踏み出そう！
労使協調！持続可能な労働環境を創造しよう！

2024年度　労働組合スローガン

労働組合の皆様

廣島 ： 2024年度の創立記念式典で、布原社長が「今後はより人
的資本を拡大していく」と述べられました。来年度の創立70周年
に向け、人的資本について会社としても積極的に協議を重ねてい
ます。まずは施策の一つとして、従業員エンゲージメント※の調査
を充実させたいと考えています。データ分析を通じて会社、組織、
上司部下の関係性などにどのような課題を抱えているかを明ら
かにする調査を定期的に行う必要があります。当社グループに適
した分析ツールを選定し、組織の課題解決に取組む基盤を整え
ていきます。
岩本 ： 管理職も
自部署の組織課
題が可視化される
ことで、効果的に
課題と向き合える
ようになりますね。
エンゲージメント
向上は労働組合
の指標でもあります。個々の仕事に対する価値観は異なるため、
感じていることを共有する機会を設けることで、パフォーマンス
や仕事に向き合う姿勢も変わってくると思います。
廣島 ： また人的資本投資の一環として、会社全体の教育体系を
整備してきましたが、現場単位での教育には発展の余地があると
考えています。技能伝承やeラーニングの仕組みを整え、従業員が
確実に成長の機会が得られるような取組みに着手していきます。

人への投資が人間力を形成する

岩本 ： 労働組合でも、教育による基礎固めは重要視しています。
能力は研修やOJTである程度身につきますが、それとは別で
個々の人間力を育てていかなければならないと思っています。
廣島 ： 人間力はとても大切な要素ですね。会社と労働組合の想
いとしては「働きやすさ」と「働きがい」、この両方の実現が理想
です。「働きやすい」環境が整うことで、はじめて「働きがい」を感

じられる職場が実
現するでしょう。そ
のために、従業員
全員が自身の人間
力を磨き、職場を
より良くするため
の行動を考え実行
することが大切で
す。会社としては、

上司・部下・同僚が何でも言い合える、議論のコンフリクト（衝
突）があっても大丈夫な心理的安全性のある職場にしていきたい
ですね。
岩本 ： 労働組合の存在意義として「従業員の生活の維持向上」
ということが大前提としてあるのですが、楽をして稼ぐというのが
本当に良い働き方かと言えばそうではないと思います。従業員が
自分の仕事の意義や生活と仕事のバランスなどを考え、行動し、
人間力を磨いていく、そういった観点で我々労働組合も啓発して
いきたいです。

廣島 ： 賃上げに関しては、国全体が賃金の変革期にある中、限
られた体力の中でどこまで対応できるか、話し合いを重ねながら
従業員への還元を推進していきたいと考えています。従業員は重
要なステークホルダーの一つなので、雇用を守りながらいかに社
会に貢献できるかを考えるのが会社の使命だと思っています。
岩本 ： 2024年春季賃金改定団体交渉では、基本給のベース
アップ要望に対し会社から満額回答をいただき、大変ありがた
かったです。引き続き従業員全員が前を向いて会社の生産性向
上に貢献し、良い方向に向かえればと思っています。
廣島 ： 生産性向上を目指すには、これまでにない新たな手段を
模索することが重要です。新しいアプローチを探求し挑戦するこ
とで従業員自身が成長した結果、生産性が上がり営業利益向上に
つながるのが理想ですね。また、無視できないのが時間外労働の
問題です。2022年度の月平均残業時間が28.3時間だったのに
対し、2023年度下期は28.4時間と横ばいでした。2024年度は
部署単位で業務の棚卸を行い、ムダを削減していくつもりです。
岩本 ： セクションや個人単位で業務や責任を分断せず、それぞ
れが連携することで一か所に負荷がかかりすぎないようにする
のも重要です。関わる作業やできる範囲が広がれば、自分の視野
や能力が広がり、これまでの仕事に付加価値が生まれるでしょ
う。従業員全員が仕事全体を見て小さな改善を積み重ねること
で、働きがいを向上できたらと思います。
廣島 ： また働きやすい職場づくりという側面では、ダイバーシ

すべての社員が活躍できる会社を目指して

ティの視点が不可欠です。特に当社は、女性活躍に対して課題感
を強く持ち、誰もが活躍できる職場環境づくりを推進していま
す。2023年度には、ようやく新卒採用者における女性の比率が
20%を越えましたので、この数値を維持していきたいです。ま
た、2024年度には係長に4名、主査に1名女性が昇進しましたの
で、この5名をモデルケースとして女性の昇進に必要なサポート
や機会をヒアリングし、キャリアプランへ反映していきます。女性
目線の仕事のやり方を考えることで、多様な人が働ける職場環
境になると考えています。

岩本 ： これまでと全く違う目線で立案されたアイデアをどんどん
取り入れていくことは、企業としても新しい挑戦につながるでしょ
うね。全ての従業員が能力を発揮し、従業員エンゲージメントが
高まるような取組みを、今後も会社と労働組合で協力し合いなが
ら協議し続けて参ります。

※従業員エンゲージメント…従業員が、会社との双方向の信頼関係の中で会社に対する愛着を持ち、会社が目指す姿の実現に向け、自ら成長し貢献しようとすること

極東開発工業労働組合
中央執行委員長
極東開発工業株式会社
生産本部　横浜工場　工務課

岩本 幸司朗

極東開発工業株式会社
管理本部　総務人事部長

廣島 大二郎

※極東開発工業の実績

女性採用比率の推移

2019年度

13.3%

2020年度

9.3%

2021年度

9.1%

2022年度

16.1%

2023年度

22.4%女性採用
比率
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実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

SR※ミーティングにおける
株主・投資家のニーズの把握

1

女性活躍推進に関する
他社との交流

2

–
※女性役員比率（極東開発工業）
　2030年度：30%以上
※女性取締役比率（極東開発工業）
　2026年度：20%以上

女性取締役比率（極東開発工業）
12.5%

●

女性管理職比率（グループ連結）
1.0%

●

※SR…Shareholder Relations、株主との関係構築に向けた活動

現状分析

昨今の資本市場においては、責任ある地位で多様な人財が活躍することが、企業の持続的な成長につながると考えられており、投資判断に
も考慮されるようになっています。当社グループでも、2022年度に女性の社外取締役が1名就任し、現状の女性取締役比率は12.5%となっ
ています。一方、女性管理職比率は同業種や同企業規模の平均値を下回っており、女性従業員を役員へ登用するための基盤づくりに課題が
あります。
今後も、経営人財の多様性に求められる水準は高まると予測されており、要求基準に応えるための情報収集及び検討を行っています。また、
長期的な視点での経営人財の多様化に向け、全社的に人財課題の抽出をすすめる必要もあります。

2023年度の実施内容

当社グループではステークホルダー経営を実施しており、ステークホルダーとの対話に力を入れています。株主・投資家の皆様との対
話においては、女性活躍推進に関する進捗状況の説明や要求される基準の確認及び情報収集を行っています。

SRミーティングにおける株主・投資家のニーズの把握

当社グループでは、女性活躍推進に向けて、他社の先進事例なども参考に施策を検討・実施しています。そこで2023年度は極東開
発工業において、他社との女性従業員意見交換会を実施しました。これにより、新たな知見や当社グループの課題点を把握すること
ができました。今後は他業種にも交流の機会を広げ、得られた知見を女性活躍推進施策へと活用していきます。

女性活躍推進に関する他社との交流

●
●
女性管理職登用を図るための施策検討・実施
全社的人財課題の抽出と人的資本経営へのシフト

今後の課題

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

ブランディング広告の強化1

SNSを含む自社媒体の積極展開2
情報開示媒体／自社発信ツールの
種類及び質の向上

●

ブランドイメージの社内外への浸透●
第三者評価の内容に沿った
サステナビリティ情報の開示

●

ブランディング広告の出稿
（交通広告、YouTube広告、新聞・雑誌など）
●

SNS更新
（YouTube、Facebook、instagram、Xなど）
●

展示会・イベント出展●

展示会・イベント出展3

グループ初となる
統合報告書を発行

4

統合報告書の発行●

現状分析

現中期経営計画では、ブランディング広告やSNSの活用などでメディア露出を高め、事業を通じた社会への貢献や目指すビジョンをより多
くのステークホルダーに周知する活動を実施しています。また昨今では、サステナビリティ経営を実現するために財務・非財務を問わない積
極的な情報開示が求められています。当社グループでも、2023年度にグループ初となる統合報告書を発行しました。今後も各情報開示媒
体の質を向上させ、ステークホルダーの皆様にとって、より有用で信頼性のある情報開示をすすめて参ります。

2023年度の実施内容

極東開発工業では、2023年度より交通広告やWEB広告などにおける
メディア露出強化に取組んでいます。より多くのステークホルダーに当社
グループが社会に果たす役割を知ってもらうことで、企業価値の向上を
目指しています。

ブランディング広告の強化

極東開発工業と日本トレクス、SATRAC ENGINEERINGではYouTubeやSNSを活用し、製品情報やサステナビリティ情報、子ど
も向けコンテンツ、採用コンテンツなど幅広いステークホルダーに向けた情報発信を行っています。またホームページのリニューア
ル、グループホームページの検討もすすめています。今後も様々な情報媒体を効果的に活用して、企業PRを推進していきます。

SNSを含む自社媒体の積極展開

当社グループでは従来より展示会やイベント出展等を通じて、ステークホルダーへ製品や企業活動をアピールしています。

展示会・イベント出展

2023年度、従来のCSR報告書を発展させグループ初となる統合報告書を発行しました。財務・非財務に関する情報を網羅的かつ複
合的に開示することで、当社グループの将来性をステークホルダーへ周知する資料となっています。

グループ初となる統合報告書を発行

●
●
ホームページのリニューアル及びグループホームページの検討
従業員に対するパーパス（グループの存在意義）周知など、インナーブランディングの推進

今後の課題

ジャパンモビリティショー出展の様子

●NEW環境展（極東開発工業）
●鈴鹿サーキット（極東開発工業）
●東条湖おもちゃ王国（極東開発工業）
●大阪モーターショー出展（極東開発工業）

●ジャパンモビリティショー（極東開発工業・日本トレクス）
●親子工場見学＆稼働体験イベント（極東開発工業・日本トレクス共催）
●こさかいワクワク仕事体験フェア（日本トレクス）
●おいでん祭（日本トレクス）
●鉄道技術展（北陸重機工業）

2023年度実績

経営人財の多様化

極東開発工業の交通広告

KYOKUTOのマテリアリティ ガバナンス（G）

情報開示における有用性と信頼性の向上
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2022年2月から3月にかけて、日本国内の多くの組織でコンピュータウイルス（マルウェア）「Emotet（エモテット）」の感染被害が拡
大しました。本件を踏まえ、当社グループでは次世代型のセキュリティシステムを導入し、対応をすすめました。従来型から次世代型に
更新することで、ウイルスの侵入を防ぐ「事前対策」と、ウイルス侵入後の被害を最小限に抑える「事後対策」がすすめられるようにな
りました。
また情報セキュリティに関するリスク管理の基盤を改めて見直し、2024年度には「情報セキュリティ基本方針」をはじめ各規定の改
定・新設を行いました。
当社グループの重要な情報資産を守り、ステークホルダーの信頼を得ながら適切に事業が続けられるよう、今後も重点課題の一つと
して情報セキュリティ対策に取組んでいきます。

次世代セキュリティシステムの導入

●
●
●

BCMの仕組みづくり
対策未実施の倒壊または崩壊する危険性が高い建物に対する早期対応
グループ関係会社における情報セキュリティシステムの導入

今後の課題

浸水への対策●
近年増加しているゲリラ豪雨等による工場内の浸水についても、各工場で対策を実施しています。また過去にゲリラ豪雨による内水
氾濫で床上浸水の被害にあった営業所については移転を完了しています。

配管・配線対策●
エアー配管からの漏れなどを専門機器で可視化し､対策を行っています。また各工場でスペースアームを増設し、溶接機のケー
ブルやホースを空中に設置することで破損を減らし、作業場を広く使えるようにすると同時に足元の安全確保につなげていま
す。

部品の安定供給への取組み●
電子部品など市場供給がひっ迫している部品について、社内の調達委員会にて確実に情報共有をすすめ調達が困難になる前に
対応を行っています。そのほか、定期的に社内協力会社や取引先と情報交換会を開催し、安定供給に向けて取組んでいます。

建物耐震対策●
詳細耐震診断の結果、倒壊または崩壊する危
険性が高いと判断された建物30棟に対して
耐震対策を実施してきました。2024年9月現
在、右記の表のとおり30棟中22棟に対して建
替え、移転、耐震補強工事などの対策が完了
しています。
また、各工場の歩道や車道に面した万代塀につ
いて、倒壊の恐れがないメッシュフェンスや目隠
しフェンスへ更新をすすめ、全工場で対策が完
了しています。

2023年度の実施内容

自然災害への対策

購買先の定期調査●
取引先の信用や継続取引の妥当性を担保するために、購買管理規定を設定し、それに基づき取引先に対して定期的な審査を実施し
ています。

サプライヤーとの関係強化

棟数
3
2
2
9
1
1
3
2
1
3
3

実施策
移転

補強工事
建替
補強工事
補強工事
建替
補強工事
建替
補強工事
補強工事
取り壊し

本社
横浜工場

名古屋工場

三木工場

福岡工場

東北支店
名古屋サービスセンター

本社・本社事業所

対応状況
完了
計画中
完了
完了
完了
完了
完了
完了
完了
計画中
計画中

拠点

極東開発工業

エフ・イ・オート

日本トレクス

KYOKUTOのマテリアリティ ガバナンス（G）

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

ISO9001（品質）の
認証取得範囲の拡大 

1 ISO14001（環境）の継続●
ISO9001（品質）の認証取得範囲拡大●
ISO45001（労働安全衛生）の適用●

エフ・イ・オートにおける
ISO9001（品質）認証取得

●

現状分析

当社グループでは、ISO規格を活用したマネジメントシステムを通じて様々なリスク管理を行っています。2022年度には振興自動車、北
陸重機工業へISO14001の適用を拡大しました。ISO9001については、振興自動車と極東開発工業 特装事業部の営業本部におい
て認証取得に向けた準備をすすめています。さらに現在、当社グループ全体でISO45001の適用を目指しており、認証取得に向けた取組
みを推進しています。

2023年度の実施内容

 ISO9001の認証取得範囲の拡大

●
●
グループ全体における、ISO45001適用/認証取得に向けた取組みを推進
ISO9001の認証取得範囲の拡大

今後の課題

エフ・イ・オート●
2023年6月、エフ・イ・オートにてISO9001の認証を取得しました。

振興自動車●
2022年度のISO14001適用に続き、2024年度中のISO9001認証取得を目指して現在適用をすすめています。

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

自然災害への対策1

サプライヤーとの関係強化2
BCM※の体制構築●
情報セキュリティの向上●

耐震補強（対象30棟中22棟実施）、
BCMの仕組みづくりに向けた
検討開始

●

次世代セキュリティシステム
の導入

3
次世代セキュリティシステムの導入、
規定の改定・新設

●

現状分析

2019年に旧耐震基準で建築された各建物（1981年6月以前に竣工）に対し、詳細耐震診断を行ったところ、倒壊または崩壊する危険性
が高い建物が多数あることが判明し、対策をすすめてきました。そのほか災害備蓄品の確保などは行っていますが、BCMの仕組みづ
くりについては検討をすすめている段階です。また情報セキュリティに関しても、対策が不十分だった箇所について規定を新設・改
定し、セキュリティシステムの更新をすすめています。

ISOマネジメントシステムを活用した
効率的かつ効果的なリスク及び機会の管理

強靭な事業構造の構築

※BCM…組織が緊急事態に備えて、事業を継続させるための計画を策定し、継続的に改善を行うマネジメントの仕組み

1

1

2

3
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現状分析

当社グループでは、調達方針を定めサステナブル調達を推進しています。現状では極東開発工業の特装車事業のサプライヤーを中心に
サステナブル調達ガイドラインを基軸とした対話の機会を設けており、賛同書を提出いただくなどエンゲージメントを実施しています。し
かしながら、グループ各社における調達ガイドラインは未整備であり、サプライヤーとの対話を実施できていません。
環境・人権・労働安全衛生など、様々な観点でのリスク管理が必要とされている昨今においては、全ての事業及び関係会社でのエンゲー
ジメント拡大と対話によるリスク低減の実施が課題です。

2023年度の実施内容

2023年度、極東開発工業では特装車事業のサプライヤー約200社に対し、サステナブル調達に関する説明会を実施しました。また、
参加したサプライヤーのうち58社から、調達ガイドラインに沿った調達に関する賛同書を受領しました。

サステナブル調達に関する説明会

当社グループでは2023年3月現在、日本トレクスをはじめとした各関係会社や、特装車事業以外のサ
プライヤーに対するアンケートなどのエンゲージメントの実績がありません。そこで、エンゲージメント
の範囲を段階的に広げていくための管理方法について、検討をすすめています。基本的には、サプライ
ヤーごとに質問表を介したエンゲージメントを行い、リスク評価を行う予定です。また、調達ガイドライ
ンを策定できていない関係会社についても、順次ガイドライン策定をすすめる計画です。

サプライチェーン管理方法の検討

サプライチェーン
マネジメントの実践

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

サステナブル調達に関する説明会1

サプライチェーン管理方法
の検討

2
調達リスク管理体制の構築●
サプライヤーエンゲージメントの実施●

特装車事業のサプライヤー
約200社にサステナブル調達説明会
を開催し、58社より賛同書を受領
（極東開発工業）

●

現状分析

当社グループでは従来よりコンプライアンス教育の一環として、ハラスメント研修を行ってきました。また通報・相談窓口として、倫理相談
窓口やハラスメント相談窓口を設置しており、コンプライアンス違反に対して適切に是正と救済ができる体制を確立しています。一方、グ
ループ全体に向けたコンプライアンス研修の実施や、腐敗リスクの特定と対策の実施などについては今後の取組みが必要です。

2023年度の実施内容

当社グループでは、あらゆるハラスメントを撲滅し人権を保護するためにハラ
スメント研修を実施しています。

管理職向けハラスメント研修の実施

当社グループでは倫理相談窓口を設置しており、法令違反や情報漏洩、社内不祥事など様々なコンプライアンス違反に関して内部通
報が可能な仕組みを運用しています。また、極東開発工業では、2024年度よりハラスメントの通報に特化した「ハラスメント相談窓
口」も設置しました。

倫理相談窓口・ハラスメント相談窓口の設置

業務に関わる法改正や社内規則の改定などに関して、コンプライアンス教育を実施しています。2023年度は、下請法や電子帳簿保
存法などについて教育を実施し周知を行いました。

コンプライアンス教育の実施

コンプライアンスの徹底と
救済プロセスの構築

実施施策 目標値（2024年度） 実績（2023年度）

管理職向けハラスメント研修
の実施

1

倫理相談窓口・
ハラスメント相談窓口の設置

2

コンプライアンス教育の実施3

コンプライアンス遵守に向けた
体制強化

● 管理職向けハラスメント研修
の実施

●

倫理相談窓口の周知徹底、
ハラスメント相談窓口の設置

●

コンプライアンス教育の実施
（下請法、電子帳簿保存法等）
●

倫理相談窓口●
社内相談窓口と社外相談窓口を設けています。通報内容については監査室に通知され
公平に事実関係の調査が行われます。この時、通報者が匿名を希望している場合、調査
は通報者が特定されることがないよう十分に配慮されます。また、通報者に不利益な取
扱いをすることを禁止しています。調査の結果、通報内容が事実であることが明らかと
なった場合には、代表取締役及び関係部署と連携して違法行為などの中止、原状回復、
そのほかの必要な是正措置を実施します。

ハラスメント相談窓口●
社内相談窓口と社外相談窓口を設けており、匿名での通報・相談が可能で利用者のプライバシーが遵守されます。相談内容は総務人
事部による関係者のヒアリングを経て事実の有無を確認し、事実と判明した場合はハラスメント調査委員会による調査、懲戒委員会
による判定を通じて解決を図ります。また、再発防止策と経過観察を徹底することで、被害者の救済を行います。

極東開発工業：計13回開催 のべ228名受講
日本トレクス：計３回開催 のべ502名受講

2023年度実績

倫理相談窓口への通報：３件
全ての案件について、厳正な調査及び、
対応・是正が行われました。

2023年度実績

●
●
●

グループ全体に対するハラスメント研修の実施
グループ全体に対するコンプライアンス教育の実施
腐敗リスクの特定と対策の実施

今後の課題

サプライヤーへの調達説明会の様子

KYOKUTOのマテリアリティ ガバナンス（G）

●
●
●

グループ各社における調達ガイドライン策定
サステナブル調達に関する社内周知
サプライチェーンマネジメントの仕組み構築

今後の課題
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寺川 ： 2024年度は長期経営ビジョン1st STEPの最終年度。足
元を見てみると目標達成は現状、厳しい見通しです。しかし年度
末にかけてできる施策は講じており、布原社長は掲げた数値の
中で特にROE6％は達成したいとのことでした。
金子 ： 極東開発工業の中期経営計画や長期経営ビジョンは、
様々なデータから統計的に数値を導き出しており、戦略論のお手
本のようだと感じています。これを実際の事業計画に落とし込ん
だ時、そのギャップをどのように埋めるのか、あらゆる手を検討
することになり、それが重要だと感じています。
友廣 ： 自己資本比率が高い企業ではありますが、計画内で掲げ
た成長戦略投資は数字を明示しており、確実に将来に向けた投
資を行っています。数字を出すのは簡単ですが実行するのは意外
と難しい。その点でこの会社には実行力があると評価しています。
寺川 ： 極東開発工業はやはり技術が売りの企業ですので、それ
に磨きをかけるべく集中して開発を行えるテクニカルセンターへ
の設備投資は重要だとみています。この施設が完成すれば研究
開発部門はかなり進化するのではないかと思いますし、会社の大
切な資産になるのではないかと思っています。

寺川 ： 昨年度のインタビューの際もお話しましたが、若い担当者
が取締役会に出て発言されるところが印象的ですね。現場の声
が聴けることは私たちにとっても貴重ですし、担当者の方にとっ
ても良い経験になると思います。私たちの素朴な質問も受け入れ
てくださるその雰囲気も、議論を活性化させる一つの要因に

なっているのではと感じます。
金子 ： そうですね。私が従業員の皆さんとお会いした時に感じ
るのは「人を大事にされる企業である」ということです。上席から
の指示ではなく、一人ひとりが自分で考えて発言されているよう
に感じますし、そのような風土を企業として実現できていること
は素晴らしいと思いますね。
友廣 ： 私はやはり真面目に手堅い企業であるという印象です。
積み上げ算的に物事を議論されるので聞いていて分かりやすい
ですし、安心して状況を見ています。この1年間は株主還元など
の資本政策において株主との関係に変化があった1年でしたが、
浮足立った議論にならず熟慮を重ねた上できっちり対応されてい
たと思います。
金子 ： この1年と言えば、シャシの供給不足や原材料高など外部
環境の変化もあり、経営的に非常に大変な状況でしたが、受け身
な対処ではなく価格交渉などもきちんと実施し、乗り切ることが
できました。現在は将来に向けた動きを考える議論が増えてきて
おり、経営陣の前向きな姿勢を感じています。
寺川 ： 本社を兵庫県西宮市から大阪府の淀屋橋近辺に移転し
たことも、この1年の大きな変化ですね。「社員が以前よりも、きち
んとした装いで出勤してくるようになった」と布原社長がおっ
しゃっていましたが、やはり本社を一新したことは社員のモチ
ベーションを上げることにもずいぶん役立っているように感じて
います。

金子 ： 一般的に社員の男女比というのは入社段階の比率で決ま
りますし、育成面を考えるとやはり女性を積極的に採用すること
が、多様な人財活用には重要です。また役員の女性比率について
も、世間からは関心が集まっています。そんな中2024年4月、係
長クラスに5名女性の方が昇格されたというのは、ダイバーシティ
への意識が浸透してきている証拠だと感じます。
寺川 ： 以前工場へ行った際はあまり女性をお見掛けすることが
なかったのですが、本社では女性の姿も多く見られました。現状
は職種によって男女比率の偏りがあるのかなと思いますが、今後
は女性従業員の活躍の幅をどんどん広げていってほしいですね。
金子 ： そうですね。今の若い方は自己実現のためにキャリアプラ
ンを選択する世代です。長時間労働をなくすなど、働き方への配
慮はもちろん必要ですが、「従業員が最大限に力を発揮できる環
境かどうか」ということを考え、育成や配置をするべきだと考えま
す。特に工場はどうしても男性が多くなりがちです。先入観や無
意識下での偏見をなくし、全員が力を発揮できる環境づくりを
すすめられると良いですね。

友廣 ： 企業倫理ヘルプライン、人事部や労働組合などの社内相
談窓口、ハラスメント相談窓口など各種窓口は幅広く設置されて
いますが、大事なのは実際に機能するかどうか。管理職へのハラ
スメント防止研修などを実施している点は評価しますが、ハラス
メントを受ける側が通報制度の利用を躊躇しない環境づくりが
もっと必要だと考えています。つまり、通報しても相手にすぐに伝
わってしまうのではないか、ハラスメント行為が助長されることは
ないか、などの不安を取り除かなければなりません。設置にとど
まらず利用する側の立場に立った検証が必要かと思います。

寺川 ： 中期経営計画にて掲げていた成長投資約300億円のう
ち230億円をすでに投資しており、着実に実施しているという評
価をしています。新規M＆Aについても約100億円を計画されて
いますが、私が勤めていた不動産業界に比べても案件が多い印
象です。検討する案件が色 と々出てくるのはこの会社の強みであ
り、実行することで成長の基礎になっていくのだろうと思います。
また海外市場については、将来有望なインド、インドネシア、オー
ストラリアでM＆Aを行った経験は他国でも活かせると思います
し、M＆Aなどを通じ海外事業を強化していくことで次期中期経
営計画も期待できる内容になるのではないかと思います。
「総還元性向100%」についてはいささか高水準すぎる気もしま
すが、自己資本比率を考えると内部留保を積極的に行う必要は
ないと思います。ですから、株主還元を強化するという考え方は
自然だと思いますが、これから先の成長のためにはこの目標値も
次期中期経営計画で見直す必要があると考えています。

金子 ： 人財育成についての取組みは様々されていると思います
が、経営管理の観点では理論的・戦略的に考えるスキルをより多
くの管理職が体得する必要があると感じます。このあたりを研修
などで強化できればもっと良い方向に変わっていくのではないで
しょうか。
友廣 ： 私が人的資本経営の中でも大切にすべきと思うことは、ノ
ウハウや技能の継承です。国外でも広く事業を展開していくため
には、異なる文化の中でノウハウや技能を伝達する必要がありま
す。また、今後より多様な人財と共に価値を創造していくために
も、継承や伝達という視点での育成・教育は重要です。人的資本
はこれからの企業成長を左右する非常に難しい課題だと思いま
すが、どのように対応していくか注視していきたいと思います。
寺川 ： 企業活動に役立つ個人の能力をどのように伸ばすかとい
う点について、技術力を高めるための取組みについては数多く実
施していると評価しています。一方で、管理職クラスの育成におい
ては課題もあると思います。例えば特装車事業と環境事業では
全くやっていることが違います。管理職層には、様々な部署や職
種での経験など、あらゆるバックグラウンドを持った人財がもっ
と必要です。ですから人財異動を積極的に行い、育成していく必
要があると考えます。

金子 ： グループがより発展する余地としては、「エンドユーザーの
課題を解決する」という視点をもう少し強化することで、新製品
開発の幅が広がるのではと思います。ユーザーがまだ潜在的な
需要をイメージできていないのであれば、一緒にイメージを作っ
ていくプロセスなども必要かもしれません。ユーザーとの関係
性、技術、リソースは揃っているので、社会課題を解決するような
製品開発にもっとチャレンジされてもいいのではと思います。
寺川 ： 私の意見も同様です。ほんの少し営業訪問の場に同席さ
せていただいたことがあるのですが、上手くアプロ―チしきれて
いないように感じました。納品先の多くがトラックメーカーや
ディーラーのため、エンドユーザーの声を聴く機会が少ない実情
はあるのですが、少しもったいないなと思います。エンドユーザー
から積極的に情報収集を行い、次の創意工夫に結び付けてほし
いと感じています。
友廣 ： 実は私もその点を課題と感じていました。基本的には着
実にきっちりやっている企業という印象ですが、資金も技術力も
あるので新規事業へ積極的に取組んでも良いのではと思ってい
ます。もし実行するのであれば全く畑違いの、「こんな所もやって
いたの！？」という事業でも良いかもしれませんね。
金子 ： その新規事業を人財集めの手段にするという手もありま
すよね。
友廣 ： そうなんです。ポテンシャルは十分にあるので、さらなる
取組みに今後も期待したいと思います。

中期経営計画・長期経営ビジョン

企業風土や取締役会の印象

内部通報制度、
ハラスメント相談窓口の運用

財政面での取組み

社外から見るグループの課題

人的資本経営
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極東開発工業の社外取締役である寺川氏、金子氏、友廣氏の3名で当社グループのガバナンス体制や各種課題への取組み状況について
会談を実施しました。今後に向けた期待や課題、取締役会での議論の振り返りなどを踏まえ、意見を交わしました。

社外取締役会談

女性活躍推進

極東開発工業株式会社
社外取締役

友廣 隆宣

極東開発工業株式会社
社外取締役

寺川 博之

極東開発工業株式会社
社外取締役

金子 啓子
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経営上の重要課題（マテリアリティ）は、グループ各社の関係者
によって構成されたサステナビリティ委員会（委員長は代表取締
役社長）によって管理及び監視を行っています。また、取締役会
ではマテリアリティに関連したリスク及び機会を承認するだけで
なく、四半期に1回の頻度でリスク及び機会の状況を再評価して
います。これら取組み全般については、監査室による監査を通し
て運用の適切性を担保しています。（詳細はP34）

経営における負の影響を未然に防止すると同時に、起こった問題
に早期に対応するため、公益通報者保護法に基づいた内部通報
の体制（代表取締役社長がその総括責任者）を設けています（通
報の社内窓口は監査室長、社外窓口は外部の弁護士）。通報や相
談を行った当事者に対しては、それを理由に不利益な取り扱いを
行わないことを社内規定に定めています。

 

構成 目的2023年度
開催回数

取締役会 取締役8名（うち社外取締役3名） 監査役4名（うち社外監査役2名） 13回 企業価値向上を図るべく、重要な経営の意思決定と職務執行の監督を行う。

監査役会 監査役4名（うち社外監査役2名） 13回 監査方針等に基づき、業務及び財産の状況の調査を通じ、取締役の職務執行の監査や経営の監督を行う。

経営会議 取締役5名 常勤監査役1名 33回 業務執行に向けた重要事項及び具体的対応策について審議を行う。

事業運営会議 執行役員18名（うち取締役兼務5名） 常勤監査役1名 12回 各執行役員が担当部門の進捗を報告し、事業計画実施の徹底と業績確保の促進を図る。

報酬委員会 取締役5名（社外取締役3名） 5回 社外取締役が議長を務め、役員報酬に関して審議を行う。

指名委員会 取締役5名（社外取締役3名） 2回 社外取締役が議長を務め、経営陣幹部の選任と候補者の審議を行う。

サステナビリティ委員会 取締役3名 部門長7名 4回 代表取締役社長が議長を務め、サステナビリティ経営の深化を図る。

報告

内部通報制度

社内 社外（弁護士）
通報

会計監査

業務監査

指示・報告指示・報告

諮問・答申諮問・答申 監査・調査監査・調査

諮問・答申諮問・答申

監視・報告監視・報告

連携連携

選任選任

進捗管理・報告進捗管理・報告

選任選任

株主・投資家

株主総会

事業運営会議（執行役員）

指示・報告指示・報告

各事業部門

取締役会

経営会議

報酬委員会

サステナビリティ委員会

指名委員会

会計監査人

連携

監査役会

内部監査部門

サステナビリティへの取組みを監視

各会議の概況

内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制の模式図

是正及び救済に関する体制

コーポレートガバナンス体制

当社グループは、環境の変化に対応して経営方針・経営戦略の迅
速な意思決定を行うとともに、その方針や戦略を確実でスピー
ディーかつタイムリーに実行するための体制を強化し、企業価値
の拡大を図ることを主眼として経営を行っています。また、意思
決定から執行までの過程において、法令やルールの順守を徹底

するため、監査・監督機能を強化しています。企業倫理の高揚を
図りながら、健全な企業活動を通じ、一企業としてまた社会の一
員としての社会的責任や役割を自覚して、顧客、従業員、取引先、
株主・投資家、地域社会など様々なステークホルダーとの良好な
関係を築いていくことを、経営上の重要な課題としています。

コーポレートガバナンス
基本方針

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

2名選任社外取締役の
選任

取締役会実効性
評価導入

取締役会
実効性評価

報酬委員会設置

指名委員会設置

譲渡制限付株式
報酬制度導入

役員報酬
制度の
見直し

極東開発グループ
行動綱領策定

サステナビリティ
委員会設置

第三者機関
による実施・
評価

報酬委員会

指名委員会

報酬制度

綱領

サステナビリティ
委員会

3名選任
（うち1名女性）

コーポレートガバナンスの変遷

コーポレートガバナンス
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布原  達也
代表取締役社長　社長執行役員

2023年度取締役会 13/13回出席

1982年4月
2013年4月
2015年4月
2017年4月
2017年6月
2018年4月
2019年6月
2020年6月

当社入社
当社執行役員、当社技術本部副本部長
当社技術本部長
当社生産本部長
当社取締役
当社特装事業部長
当社常務執行役員
当社代表取締役社長（現任）
当社社長執行役員（現任）

則光  健男
代表取締役専務　専務執行役員

2023年度取締役会 13/13回出席

1982年4月
2011年4月
2017年4月
2017年6月
2018年4月

2019年6月
2020年9月
2022年4月

2024年4月
2024年6月

当社入社
当社執行役員、当社海外推進部長
当社海外事業部長、当社海外営業部長
当社取締役（現任）
極東特装車貿易(上海)有限公司董事長
極東開発(昆山)機械有限公司董事長
当社常務執行役員
SATRAC ENGINEERING PRIVATE LIMITED取締役（現任）
当社管理本部長（現任）、当社経営企画部長
当社海外事業関与（現任）、当社パーキング等事業関与（現任）
当社専務執行役員（現任）
当社代表取締役専務（現任）

堀本  昇
取締役　常務執行役員

2023年度取締役会 13/13回出席

1988年4月
2008年4月
2010年4月
2011年4月
2013年4月
2013年10月
2019年4月
2019年6月
2022年4月
2023年4月

当社入社
当社環境事業部建設部長
当社環境事業部技術部長
当社執行役員、当社環境事業部副事業部長
当社環境事業部営業本部長、当社環境事業部サービス部長
当社環境事業部環境企画室長
当社環境事業部長（現任）
当社取締役（現任）、当社環境事業関係会社関与（現任）
当社常務執行役員（現任）
当社環境事業部エンジニアリング本部長

木津  輝幸
取締役　常務執行役員

2023年度取締役会 13/13回出席

1992年11月
2016年4月
2017年4月
2018年4月
2019年4月
2021年4月
2022年4月

2022年6月

当社入社
当社三木工場長
当社横浜工場長
当社執行役員
当社生産本部長
当社常務執行役員（現任）
当社特装事業部長（現任）
極東特装車貿易（上海）有限公司董事長（現任）
極東開発（昆山）機械有限公司董事長（現任）
当社取締役（現任）

市村  哲也
取締役　執行役員

2024年度　新任

2003年9月
2019年4月
2022年4月

2024年6月

当社入社
当社管理本部財務部長（現任）
当社執行役員（現任）
日本トレクス株式会社監査役（現任）
当社取締役（現任）

寺川  博之
取締役（社外・独立役員）

2023年度取締役会 13/13回出席

1979年4月
2001年7月
2005年7月
2007年10月
2009年4月
2011年4月
2013年4月
2015年4月
2017年4月
2017年12月
2018年1月
2022年4月
2022年6月

阪神電気鉄道株式会社入社
同社西梅田経営部長
同社梅田事業部長
阪急阪神ビルマネジメント株式会社取締役 同社専務執行役員
阪神電気鉄道株式会社取締役
同社不動産事業本部副本部長
同社専務取締役
同社不動産事業本部長
同社専務取締役
阪急阪神ビルマネジメント株式会社代表取締役会長
一般社団法人大阪ビルディング協会理事
一般社団法人日本生活文化推進協議会理事（現任）
当社社外取締役（現任）、当社独立役員（現任）

金子  啓子
取締役（社外・独立役員）

2023年度取締役会 13/13回出席

1981年4月
2007年4月
2014年4月
2014年10月

2016年6月
2016年11月
2018年4月
2019年6月
2022年6月
2024年6月

松下電器産業株式会社（現 パナソニックホールディングス株式会社）入社
同社情報セキュリティ本部長
同社リーガル本部本部長付個人情報保護担当理事
株式会社ベネッセホールディングス執行役員
同社セキュリティ・コンプライアンス本部長
同社情報セキュリティ本部長
情報ネットワーク法学会副理事長
大阪経済大学経営学部ビジネス法学科准教授
丸大食品株式会社社外取締役（現任）
当社社外取締役（現任）、当社独立役員（現任）
株式会社池田泉州ホールディングス社外取締役（現任）
株式会社池田泉州銀行取締役（現任）

友廣  隆宣
取締役（社外・独立役員）

2023年度取締役会 8/10回出席 ※就任後の開催は10回

1991年4月

1994年4月
2004年4月
2016年4月
2020年4月

2021年4月
2023年6月

弁護士登録
小越・滝澤法律事務所（現 神戸海都法律事務所）入所
神戸海都法律事務所パートナー（現任）
兵庫県弁護士会副会長
沢井製薬株式会社（現 サワイグループホールディングス株式会社）社外監査役（現任）
兵庫県弁護士会会長
日本弁護士連合会常務理事、近畿弁護士会連合会常務理事
兵庫県弁護士会常議員会議長
当社社外監査役（現任）、当社独立役員（現任）

櫻井  晃
常勤監査役

2023年度取締役会 13/13回出席

1981年4月
2000年5月
2006年4月
2009年4月
2013年4月
2015年4月
2017年4月
2019年4月
2022年6月

当社入社
株式会社ソフテック代表取締役社長
当社情報システム部長
当社総務人事部長
当社執行役員、当社管理本部副本部長
当社CSR室関与
当社人事部長
日本トレクス株式会社取締役常務執行役員 同社管理本部長兼監査室長
当社常勤監査役（現任）

栗山  裕章
監査役

2023年度取締役会 10/10回出席 ※就任後の開催は10回

1980年4月
2007年5月
2009年4月
2012年4月
2014年4月
2015年4月
2017年4月
2019年4月

2023年6月

当社入社
当社商品企画部長
当社生産推進部長
当社三木工場長
当社執行役員
当社営業本部長
日本トレクス株式会社取締役常務執行役員
極東開発パーキング株式会社代表取締役社長
ささしまライブパーキング株式会社代表取締役社長
当社監査役（現任）

藤原  邦晃
監査役（社外・独立役員）

2023年度取締役会 13/13回出席

1978年4月
2007年4月
2009年4月
2009年5月
2009年6月
2011年4月
2013年10月
2018年6月
2019年6月

株式会社太陽神戸銀行（現 株式会社三井住友銀行）入行
株式会社三井住友銀行執行役員
同行退任
銀泉株式会社専務執行役員
同社専務取締役
株式会社さくらケーシーエス副社長執行役員
同社代表取締役社長、同社社長執行役員
山陽色素株式会社社外監査役（現任）
当社社外監査役（現任）、当社独立役員（現任）

浅田  修宏
監査役（社外・独立役員）

2023年度取締役会 10/10回出席 ※就任後の開催は10回

1998年4月

2010年4月
2012年4月

2013年4月
2016年7月
2021年10月
2023年6月

弁護士登録
六甲総合法律事務所（現 六甲法律事務所）入所
兵庫県弁護士会副会長
日本弁護士連合会司法修習委員会副委員長
兵庫弁護士会司法修習委員会委員長
日本司法支援センター兵庫地方事務所副所長
兵庫県行政不服審査会委員（現任）
兵庫県労働委員会交易委員（現任）
当社社外監査役（現任）、当社独立役員（現任）

役員紹介　（2024年６月末時点）

企業経営・事業戦略

生産・技術開発

営業・マーケティング

海外戦略

財務・会計・資本政策

法務・ガバナンス

人事労務・ダイバーシティ

サステナビリティ

IT・DX

布原 達也取締役が保有するスキル 則光 健男 堀本 昇 木津 輝幸 市村 哲也 寺川 博之※ 金子 啓子※ 友廣 隆宣※

※は社外取締役

（注）1. 当社では、中期経営計画や長期経営ビジョンを達成すべく、各取締役の豊富な経験と高い見解を明確化し、取締役会の多様性を確保するためにスキルマトリックスを作成しています。
　　2. 各取締役が保有するスキルは、これまでの経歴や役職に基づく経験、現職における高度な専門性を基準としており、全ての知見を示すものではありません。

評価方法

調査対象 ： 全ての取締役及び監査役（計12名）
調査時期 ： 2024年3月
調査方法 ： 外部機関によるWeb調査（記名式アンケート）
調査内容 ： 取締役会の構成、知識・経験バランス、取締役会の議事・運営、取締役会を支える体制など

2023年度の
評価結果

当社の現在の取締役会の構成、運営、支援体制等は概ね適正であり、実効性は確保されていると評価されています。喫緊の課
題はありませんが、より高度な取締役会の実現に向け、調査にて判明した各課題に取組み、当社のさらなるガバナンスの強化
と取締役会の活性化を図ります。

株主等との対話

取締役会の
構成と運営 独立社外取締役の割合・活用や権限の委譲 社外役員を中心とした取締役会メンバーへの情報提供

充実策の継続

さらなる情報提供の充実

経営戦略と
事業戦略 サステナビリティを巡る課題への対応 経営戦略及びそれを踏まえた人財戦略についての、取締

役会以外の場を含む議論の機会の増加

企業倫理と
リスク管理 内部通報制度の改善による有効性の向上 海外拠点のリスク把握やBCMの改善等、リスク管理体制

強化の継続

業績モニタリング
と経営陣の
評価・報酬

スキルマトリックスを踏まえた取締役の適切な選任、
指名・報酬委員会の有効性

IR・SR活動を通じた対話内容の取締役会へのフィード
バック

後継者計画に関する取締役会への適切な情報共有
業績モニタリングに係る外部情報の取締役会への追加
提供

実効性が確保されていると評価されたポイント 取締役会の実効性改善のための課題

社内

5名

社外

3名
37.5%

3名 / 8名

男性

7名

女性

1名

12.5%

1名 / 8名

社内役員

7名

社外役員

5名
41.7%

5名 / 12名

取締役会の社外取締役比率 女性取締役比率 社外役員（取締役・監査役）比率

取締役・監査役の構成

スキルマトリックス（各取締役の知識・経験・能力等）

当社は、中長期的な企業価値の向上やコーポレートガバナンスの
強化を図るために、取締役会が有効的に機能しているかを確認す
ることを目的として、取締役会の実効性評価を実施しています。
2023年度は長期経営ビジョンを見据えた中期経営計画の2年目

として、計画の達成及び企業価値向上に向けた取組みをより適
切に実行するため、外部機関による調査・分析を行いました。直
近の評価及び結果の概要は以下の通りです。

取締役会の実効性評価

コーポレートガバナンス



目
指
す
姿
と

価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

K
YO

K
U

TO

ハ
イ
ラ
イ
ト

K
YO

K
U

TO

の

事
業
戦
略

K
YO

K
U

TO

の

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営

環
境（
E
）

社
会（
S
）

ガ
バ
ナ
ン
ス（
G
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
集
／

企
業
概
要

7271

政策保有株式縮減状況（上場株式）

当社は、企業価値及び収益の拡大を図るため、業務提携、取引関
係の強化など経営戦略の一環として、また、取引先及び地域社会
との良好な関係を構築し、事業の円滑な推進のために必要と判
断する企業の株式を保有していますが、コーポレートガバナン
ス・コードの趣旨に則り、資本コストや業績への貢献などを総合
的に検討の上、当社との関係性や当社企業価値向上への貢献度
合いが少ないものについては、できる限り速やかに処分・縮減を
行う基本方針のもと、鋭意取組みをすすめています。具体的に
は、取締役会において年度の計画を立案し、独立社外役員や監

査役の意見も十分に考慮の上、個々の銘柄ごとに政策保有の意
義を確認・検証を行います。これにより、当社グループの中長期
的な企業価値の向上及び事業の円滑な推進に資すると認められ
ない株式がある場合は、該当年度に発生する損益や資金計画、
税効果などを総合的に検討し、売却する個々の銘柄や件数等の
詳細を取締役会にて判断の上、相手先企業との必要十分な対話
を行い、適時・適切に売却を実施いたします。また、この進捗につ
いては四半期ごとに取締役会でフォローを行います。

役員区分
固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

報酬等の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数（名）

報酬等の種類別の総額（百万円）

取締役
（社外取締役を除く）

監査役
（社外監査役を除く）

社外役員

134

25

43

79

25

43

40

-

-

14

-

-

5

3

7

2014年6月26日開催の第79期定時株主総会で決議された年額
3億円以内の報酬枠で支給しています。上記に加え、非金銭報酬
等に該当する譲渡制限付株式報酬制度は2021年6月25日開催
の第86期定時株主総会で決議された年額5,000万円以内、年5
万株以内の支給となります。

取締役報酬

2008年6月25日開催の第73期定時株主総会で決議された年額
4,800万円以内の報酬枠で支給しています。なお、監査役報酬に
ついては、常勤・非常勤・業務分担の状況を考慮して、監査役の
協議により決定しています。

監査役報酬

政策保有株式に関する方針

2023年度役員報酬
当社は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十
分に機能し、株主利益とも連動し、かつ中期経営計画も踏まえた
報酬体系を構築すべく、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針を以下のように定めています。また、役員報酬の決定に
関する透明性を確保するため、任意の諮問機関として、独立社外

取締役が過半数を構成し、かつ委員長を務める報酬委員会を設
置しています。今後より一層株主の皆様との価値共有を図るた
め、社会の動向を注視しながら、当社にふさわしい業績連動報
酬体系の見直しを検討して参ります。

①基本方針
当社の取締役報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン
ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系と
し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適
正な水準とすることを基本方針とする。取締役の報酬は、固定報
酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等により
構成する。監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑
み、基本報酬のみとする。

②基本報酬
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責・
在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準を
も考慮しながら、総合的に勘案して決定する。

③業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等
■ 業績連動報酬等
事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるために業績目標
を反映した現金報酬とし、各事業年度の連結営業利益の目標値
に対する達成度合いに応じて決定する。　

■ 非金銭報酬等
譲渡制限付株式とし、その内容と数の算定方法の決定に関する
方針、報酬等を与える時期、条件の決定については、当社の業績
や環境などを総合的に考慮の上、取締役会で決議する。

④報酬の構成比率

⑤取締役の個人別の報酬等内容の決定
取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代
表取締役社長が具体的内容について委任を受け、各取締役の基
本報酬の額及び業績連動報酬等の評価配分を権限とする。取締
役会は権限が適切に行使されるよう、報酬委員会に原案を諮問
し答申を得るものとし、委任を受けた代表取締役社長は、答申の
内容に従って決定しなければならないものとする。なお、株式報
酬は報酬委員会の意見を踏まえ、取締役会で取締役の個人別の
割当株式数を決議する。

役員等の報酬

決定方針の概要

基本報酬 業績連動報酬等
非金銭報酬等

（譲渡制限付株式）

65 30 5

2017年度
からの売却数

18銘柄
約42億円分

【役員報酬制度の見直しについて】
当社は、企業価値向上と報酬の業績連動性をさらに強化
するため、報酬委員会の答申を踏まえ、2024年1月30日
開催の取締役会において、2024年度以降の役員報酬制
度の見直しを決議しました。（社外取締役を除く）

①見直しの全体像
基本報酬を縮小し、中長期的な変動報酬である中長期
インセンティブ報酬を導入することで、企業価値の向上
と報酬の連動性を高めます。

②中長期インセンティブ報酬
当社の中長期的企業価値の持続的な向上を図るための
インセンティブ及び株主の皆様との一層の価値共有を
すすめることを目的として、中長期インセンティブ報酬
を導入します。

・中長期インセンティブ報酬の指標
1）中期経営計画
業績目標（2025年3月期：連結売上高1,400億円以上、
連結営業利益率7％以上）

2）経営効率性・株主価値向上目標（ROE6％以上、PBR
１倍以上）
各指標の達成度に応じて報酬額を決定するマトリクス
に基づき、上記二つの指標の達成度に応じて基本給の
0～150％の範囲で変動します。また、中長期インセン
ティブ報酬の指標は中期経営計画ごとに改めて指標を
決定します。
なお、固定報酬である基本報酬の縮小幅は見直し前の報
酬の10％相当、中長期インセンティブ報酬は50％相当を
追加することで、中期経営計画の達成と企業価値向上へ
のコミットメントを強化します。

基本報酬 業績連動報酬等
非金銭報酬等

（譲渡制限付株式）

42 50 8

業績100%を達成した場合

2017年度
（2018年3月期）

2018年度
（2019年3月期）

2019年度
（2020年3月期）

2020年度
（2021年3月期）

2021年度
（2022年3月期）

2022年度
（2023年3月期）

2023年度
（2024年3月期）

（銘柄数）
50

25

0

コーポレートガバナンス
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サステナビリティデータ

環境

2023年度

19,725
113,530

0.17
-10.0

2022年度

18,091
100,248

0.18
-6.5

2021年度

21,353
107,099

0.20
3.3

2020年度（基準年）

21,277
110,260

0.19
-

CO2排出量（t）  
売上高（百万円）  
原単位（t-CO2/百万円）  
2020年度比実績（％）  

中期経営計画目標基準でのCO2排出量 （売上原単位）　極東開発工業、日本トレクス、極東開発パーキング

極東開発工業 三木工場：1,999kW規模(kWh)
極東開発工業 名古屋工場：16.5kW規模(kWh)
合計

自家消費 2023年度
476,156

2,555
478,711

2022年度

-
-
-

2021年度
-
-
-

2020年度
-
-
-

2019年度
-
-
-

極東開発工業 福岡工場：1,500kW規模(kWh)
極東開発工業 旧東北工場：1,500kW規模(kWh)
日本トレクス 音羽事業所：350kW規模(kWh)
合計

売電
1,843,799
2,224,989

519,971
4,588,759

1,876,940
2,134,630

516,900
4,528,470

1,697,768
2,369,608

517,703
4,585,079

1,789,776
2,166,445

521,956
4,478,177

1,722,740
2,347,819

520,697
4,591,256

太陽光発電量　極東開発グループ（国内・海外）

総VOC量（t）
原単位（g/㎡）※

65
99

61
98

75
103

72
96

68
79

2023年度2022年度2021年度2020年度2019年度
VOC量　極東開発工業

※塗装面積あたりのVOC排出量

総廃棄物量（t）
リサイクル量（t）
最終処分量（t）
リサイクル率（％）

2,593
2,537

56
97.8

2,132
2,068

64
97.0

2,426
2,388

38
98.4

2,345
2,303

42
98.2

2,681
2,639

42
98.4

2023年度2022年度2021年度2020年度2019年度
廃棄物排出量・リサイクル率　極東開発工業、日本トレクス、極東開発パーキング

女性活躍推進

外国人労働者

障がい者雇用人数（名） 
定年後再雇用者数（名） 

女性管理職数（名）
女性管理職比率（％）
女性係長数（名）
女性係長比率（％）
外国人従業員数（名）※
外国人技能実習生（名）
特定技能実習生（名）

4
1.0

9
3.5

434
66

6
54

222

2023年度 2023年度
男女の賃金差異（％）※
　極東開発工業
　日本トレクス
　グループ国内連結

62.2
71.4
61.1

全従業員

66.3
71.7

69.6

正社員

63.9
74.4
58.5

契約社員・
パート

ダイバーシティ　極東開発グループ（国内・海外）　※正社員・契約社員にて集計

※日本国籍以外の従業員数（2023年度より算定基準を変更）

※賃金、給料、手当、賞与を含む総賃金にて算出

労働災害件数（件） 不休災害件数
休業災害件数
死亡災害件数
合計

32
13
0

45

育児休業取得（名）

育児休業取得（％）

育児休業復帰率（％）

育児休業後定着率（％）

男性
女性
合計
男性
女性
男性
女性
男性
女性

30
15
45

43.9
100
100
85.7
87.5
94.1

2023年度 2023年度

※正社員・契約社員にて集計 ※正社員・契約社員・社内協力会社従業員にて集計

有給休暇※

労働時間（時間）※

※有休休暇・労働時間のみ、正社員にて集計

平均取得日数（日）
平均取得率（％）
平均総労働時間
月平均残業時間

13.4
77.4

2,161.8
26.2

ワーク・ライフ・バランス　極東開発グループ（国内）　 労働安全衛生　極東開発グループ（国内）　

人

従業員数（名）

平均勤続年数（年） 

10代
20代
30代
40代
50代
60代
70代
合計

3
54
92

118
64
22

1
354
10.1

28
577

690
672
668
224

24
2,883

13.7

基本情報
極東開発グループ（国内・海外）　※正社員・契約社員にて集計

女性男性

採用人数（名）

新卒社員の3年後離職率（％）

10代
20代
30代
40代
50代
60代
合計

中途：
中途：
中途：
中途：
中途：
中途：

0
59
53
23
13

1
198

新卒：
新卒：

28
21

中途：
中途：
中途：
中途：
中途：
中途：

0
9
9

10
1
0

34
16.7

新卒：
新卒：

2
3

採用情報
極東開発グループ（国内）　※正社員のみ集計

女性男性2023年度

データ集／企業概要

投入量（㎥）
排出量（㎥）

300,530
264,196

243,716
228,197

280,869
201,625

236,617
203,474

207,318
184,348

2023年度2022年度2021年度2020年度2019年度
水資源投入量・排出量　極東開発グループ（国内・海外）※

※振興自動車、北陸重機、振興自動車、北陸重機工業、エフ・イ・オートは2022年度より算出、海外拠点は2023年度より算出

2023年度

エネルギー使用量（kL）　国内
（原油換算）　　　　　　　海外
　　　　　　　　　　　グループ合計

2023年度

9,705
1,429

11,135

2022年度

10,505
1,589

12,094

2021年度

10,999
1,444

12,443

2020年度

11,134
400

11,534

2019年度

11,204
376

11,580

エネルギー使用量　極東開発グループ（国内・海外）※1

2023年度

8,063
403

8,466
13,076

-
13,076
12,931

5,167
18,098
26,709
26,564

2022年度

7,863
570

8,433
11,683

-
11,683
12,548

4,161
16,709
24,277
25,142

2021年度

7,853
333

8,186
14,549

-
14,549
13,073
3,922

16,995
26,657
25,181

2020年度

7,556
124

7,680
14,162

-
14,162
13,551

936
14,487
22,778
22,167

2019年度

8,643
120

8,763
14,774

-
14,774
13,440

685
14,125
24,222
22,888

Scope１（直接排出）

Scope２（間接排出）

CO2総排出量　合計

国内
海外
合計
国内
海外
マーケット基準※2

国内
海外
ロケーション基準※3

マーケット基準※4

ロケーション基準※4

合計

合計

CO2排出量 （t-CO2）　極東開発グループ（国内・海外）※1

Kyokuto Indomobil Manufacturing Indonesiaは2020年度より算定開始。エフ・イ・オート、SATRAC ENGINEERING PRIVATE LIMITEDは2021年度より算定開始
マーケット基準…電力購入の契約に基づく排出係数を用いる方法。国内は電気事業者別排出係数（環境省・経済産業省）を使用
ロケーション基準…国や地域など特定の区域で電力を発電する排出係数の平均を用いて算出する手法。国内は全国平均係数（環境省・経済産業省）を使用。海外はIGES List of Grid 
Emission Factors（IGES）を使用
国内はマーケット基準、海外はロケーション基準の手法で算出

※1
※2
※3

※4

当社グループ基準により、休業災害発生件数については1日でも休業が発生した
場合をカウント
※
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主要財務データ

単位

※ 自己資本＝純資産合計-非支配株主持分

103,862

22,110

10,200

1,409

10,500

9,449

3,408

6,034

120,539

8,892

71,665

151.88

1,803.87

31.0

20.4

20.4

12,613

6,910

▲3,434

▲948

1,979

21.3

10.1

5.0

8.6

59.5

2,785

2015年度
（2016年3月末時点）

90,911

20,207

10,774

1,394

8,037

7,213

3,559

3,645

110,743

8,281

62,779

91.76

1,580.16

21.0

22.9

22.9

14,378

9,387

▲2,038

476

1,678

22.2

8.8

3.5

6.0

56.7

2,247

2013年度
（2014年3月末時点）

99,331

20,958

10,054

1,485

9,418

7,026

2,683

4,332

119,120

8,191

68,617

109.06

1,727.14

26.0

23.8

23.8

10,102

1,097

▲4,177

▲1,221

1,792

21.1

9.5

3.8

6.6

57.6

2,678

2014年度
（2015年3月末時点）

106,745

23,492

10,829

1,515

11,146

10,753

2,804

8,130

128,542

6,779

80,107

204.66

2,016.39

34.0

16.6

16.6

17,584

11,973

▲3,274

▲3,773

2,212

22.0

10.4

6.5

10.7

62.3

2,725

2016年度
（2017年3月末時点）

112,690

23,241

11,418

1,577

10,245

9,889

3,040

7,190

138,859

5,519

87,030

180.99

2,190.68

36.0

19.9

19.9

21,357

10,857

▲4,083

▲2,973

2,528

20.6

9.1

5.4

8.6

62.7

3,202

2017年度
（2018年3月末時点）

114,301

22,310

12,350

1,405

8,554

9,155

3,094

6,284

138,878

4,138

90,157

158.20

2,269.44

38.0

24.0

24.0

19,083

4,029

▲3,230

▲3,056

2,644

19.5

7.5

4.5

7.1

64.9

2,066

2018年度
（2019年3月末時点）

120,173

22,945

12,972

1,479

8,493

8,699

2,730

6,073

136,579

2,206

92,181

152.87

2,320.42

40.0

26.2

26.2

20,065

5,799

▲2,746

▲2,284

2,624

19.1

7.1

4.4

6.7

67.5

3,973

2019年度
（2020年3月末時点）

117,170

23,161

12,571

1,509

9,080

9,126

2,407

6,774

142,740

1,044

100,282

170.49

2,522.28

42.0

24.6

24.6

21,240

8,263

▲4,304

▲2,771

2,805

19.8

7.7

4.9

7.0

70.3

3,850

2020年度
（2021年3月末時点）

116,910

21,168

12,680

1,513

6,974

20,671

6,405

14,274

154,350

1,234

112,686

358.35

2,825.08

54.0

15.1

15.1

37,248

6,867

10,661

▲1,555

2,908

18.1

6.0

9.6

13.4

73.0

5,157

2021年度
（2022年3月末時点）

128,026

20,702

14,288

1,589

4,825

5,328

1,702

3,501

170,398

11,829

117,000

91.49

3,052.00

87.0

95.1

98.6

19,397

▲1,845

▲9,482

▲1,496

3,069

16.2

3.8

2.1

3.1

68.7

11,410

2023年度
（2024年3月末時点）

113,089

16,007

13,431

1,583

991

5,251

1,581

3,580

158,156

11,068

111,537

90.91

2,910.33

54.0

59.0

125.5

32,064

▲3,416

▲6,823

5,121

2,883

14.2

0.9

2.3

3.2

70.5

11,804

2022年度
（2023年3月末時点）

主要経営指標の推移（1 1年間）

売上高

売上総利益

販売費及び一般管理費（研究開発費を除く）

研究開発費

営業利益

税金等調整前当期純利益

税金費用

親会社株主に帰属する当期純利益

総資産

社債及び借入金

自己資本※

１株当たりの当期純利益

１株当たりの純資産

現金配当額

配当性向

総還元性向

現金及び現金同等物（期末残高）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

減価償却費

売上総利益率

営業利益率

総資産利益率　（ROA）

自己資本利益率（ROE）

自己資本比率

設備投資

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

円

円

円

％

％

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

％

％

％

％

％

百万円

損益情報（会計年度）

財務状況（会計年度末）

1株当たりの情報

キャッシュフロー（会計年度）

その他財務情報

データ集／企業概要
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（単位：百万円）負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金

　　電子記録債務

　　短期借入金

　　１年内返済予定の長期借入金

　　未払法人税等

　　未払消費税等

　　未払費用

　　製品保証引当金

　　工事損失引当金

　　その他

　　流動負債合計

　固定負債

　　社債

　　長期借入金

　　退職給付に係る負債

　　役員退職慰労引当金

　　繰延税金負債

　　その他

　　固定負債合計

負債合計

純資産の部

　株主資本

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

　　株主資本合計

　その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金

　　為替換算調整勘定

　　退職給付に係る調整累計額

　　その他の包括利益累計額合計

　非支配株主持分

純資産合計

負債純資産合計

9,618

9,291

902

25

1,483

596

4,649

721

898

1,651

29,838

2,800

7,340

98

107

4,814

1,193

16,353

46,192

11,899

11,679

85,362

▲1,801

107,139

4,402

96

▲100

4,397

426

111,964

158,156

9,141

13,373

1,684

8

733

813

5,098

868

374

2,337

34,433

2,800

7,336

40

79

6,775

1,280

18,313

52,746

11,899

11,750

86,719

▲1,836

108,533

7,419

366

680

8,466

652

117,652

170,398

前連結会計年度
（2023年3月31日）

当連結会計年度
（2024年3月31日）

7877

（単位：百万円）資産の部

　流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形

　　売掛金

　　契約資産

　　電子記録債権

　　有価証券

　　商品及び製品

　　仕掛品

　　原材料及び貯蔵品

　　前払費用

　　その他

　　貸倒引当金

　　流動資産合計

　固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物（純額）

　　機械装置及び運搬具（純額）

　　土地

　　建設仮勘定

　　その他（純額）

　　有形固定資産合計

　無形固定資産

　　のれん

　　顧客関連資産

　　その他

　　無形固定資産合計

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　長期貸付金

　　長期前払費用

　　退職給付に係る資産

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

　　投資その他の資産合計

　固定資産合計

資産合計

19,331

4,475

22,107

1,715

8,416

14,300

1,371

8,452

11,459

416

1,482

▲53

93,474

12,343

5,052

27,552

2,224

1,060

48,233

684

422

1,190

2,296

12,546

420

341

-

342

1,395

▲895

14,151

64,681

158,156

15,740

 5,486

28,275

2,286

 9,651

3,700

2,192

8,989

12,574

385

2,185

▲62

91,405

17,544

5,873

29,148

2,988

1,244

56,799

661

436

1,092

2,190

17,149

221

297

1,187

343

1,521

▲718

20,002

78,992

170,398

前連結会計年度
（2023年3月31日）

当連結会計年度
（2024年3月31日）

連結貸借対照表

データ集／企業概要

目
指
す
姿
と

価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

K
YO

K
U

TO

ハ
イ
ラ
イ
ト

K
YO

K
U

TO

の

事
業
戦
略

K
YO

K
U

TO

の

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営

環
境（
E
）

社
会（
S
）

ガ
バ
ナ
ン
ス（
G
）

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
集
／

企
業
概
要



8079

（単位：百万円）

前連結会計年度
自 2022年4月1日
至 2023年3月31日

当連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
　受取利息及び配当金
　為替差益
　持分法による投資利益
　保険解約返戻金
　雑収入
　営業外収益合計
営業外費用
　支払利息
　持分法による投資損失
　為替差損
　雑支出
　営業外費用合計
経常利益
特別利益
　固定資産売却益
　投資有価証券売却益
　補助金収入
　その他
　特別利益合計
特別損失
　固定資産処分損
　固定資産圧縮損
　投資有価証券売却損
　災害による損失
　その他
　特別損失合計
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

当期純利益
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金
　為替換算調整勘定
　退職給付に係る調整額
　持分法適用会社に対する持分相当額
　その他の包括利益合計
包括利益
（内訳）親会社株主に係る包括利益
　　　非支配株主に係る包括利益

113,089
97,081
16,007
15,015

991

343
-
-

114
105
562

42
5

160
158
366

1,187

3,283
988

-
11

4,282

121
-

19
23
53

218
5,251
2,575
▲994
1,581

3,669
88

3,580

3,669

▲195
25

▲36
23

▲182
3,486
3,385

101

128,026
107,324
20,702
15,877
4,825

394
386

83
-

145
1,009

63
-
-

154
217

5,617

1
61

295
2

361

288
295

14
11

39
650

5,328
1,433

269
1,702
3,626

124
3,501

3,626

3,015
283
781

21
4,101
7,728
7,570

157

連結損益計算書

連結包括利益計算書

連結株主資本等変動計算書

当期首残高

剰余金の配当

親会社株主に帰属
する当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式の消却

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

324

-

-

-

-

-

101

101

426

4,593

-

-

-

-

-

▲195

▲195

4,397

▲63

-

-

-

-

-

▲36

▲36

▲100

59

-

-

-

-

-

36

36

96

4,598

-

-

-

-

-

▲195

▲195

4,402

108,092

▲2,357

3,580

▲2,379

203

-

-

▲952

107,139

▲2,081

-

-

▲2,379

159

2,499

-

280

▲1,801

86,435

▲2,357

3,580

-

-

▲2,296

-

▲1,072

85,362

11,839

-

-

-

43

▲203

-

▲160

11,679

11,899

-

-

-

-

-

-

-

11,899

113,011

▲2,357

3,580

▲2,379

203

-

▲94

▲1,047

111,964

（単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

純資産
合計

非支配
株主持分

前連結会計年度（自 2022年4月1日 至 2023年3月31日）

当期首残高

剰余金の配当

親会社株主に帰属
する当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

426

-

-

-

-

225

225

652

4,397

-

-

-

-

4,068

4,068

8,466

▲100

-

-

-

-

781

781

680

96

-

-

-

-

270

270

366

4,402

-

-

-

-

3,016

3,016

7,419

107,139

▲2,144

3,501

▲122

158

-

1,393

108,533

▲1,801

-

-

▲122

87

-

▲34

▲1,836

85,362

▲2,144

3,501

-

-

-

1,357

86,719

11,679

-

-

-

71

-

71

11,750

11,899

-

-

-

-

-

-

11,899

111,964

▲2,144

3,501

▲122

158

4,294

5,688

117,652

（単位：百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

純資産
合計

非支配
株主持分

当連結会計年度（自 2023年4月1日 至 2024年3月31日）
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連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益
　減価償却費
　のれん償却額
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　その他の引当金の増減額（△は減少）
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　その他の営業外損益（△は益）
　持分法による投資損益（△は益）
　有価証券売却損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損益（△は益）
　売上債権の増減額（△は増加）
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　仕入債務の増減額（△は減少）
　未払消費税等の増減額（△は減少）
　その他
　小計
　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
　法人税等の支払額
　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
　固定資産の取得による支出
　固定資産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　子会社株式の取得による支出
　有価証券の取得による支出
　有価証券の償還による収入
　短期貸付金の増減額（△は増加）
　長期貸付けによる支出
　長期貸付金の回収による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　自己株式の取得による支出
　自己株式の売却による収入
　リース債務の返済による支出
　非支配株主からの払込みによる収入
　配当金の支払額
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

5,251
2,883

94
▲141
▲3

▲133
▲343

42
63

5
▲968
▲3,283

44
1,803

▲2,041
▲4,242
▲423
▲207
▲1,599

400
▲42

▲2,174
▲3,416

▲11,421
3,934
▲89

2,208
-

▲1,500
-

10
▲5
40
▲1

▲6,823

▲72
7,200
▲103
2,800
▲2,379

87
▲54

-
▲2,356

5,121
▲66

▲5,184
37,248
32,064

5,328
3,069

97
▲122

8
117

▲394
63

▲230
▲83
▲47
▲1
78

▲8,867
▲2,366

3,503
220

▲243
130
405
▲64

▲2,316
▲1,845

▲10,818
4

▲69
311

▲369
-

1,500
▲91
▲8
30
26

▲9,482

767
-

▲21
-

▲122
-

▲46
68

▲2,142
▲1,496

158
▲12,666

32,064
19,397

（単位：百万円）

前連結会計年度
自 2022年4月1日
至 2023年3月31日

当連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

基本情報

所有者別株式分布

上場取引所

証券コード

事業年度

定時株主総会

配当金受領株主確定日

東京証券取引所プライム市場

7226

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

期末 3月31日　中間 9月30日

株式情報　※2024年3月31日現在

単元株式数

発行可能株式総数

発行済株式総数

株主数

100株

170,950,672株

40,150,000株

3,700人

自己株式　4.5%
1名 / 1,814,442株

外国法人等　27.2%
168名 / 10,938,639株

金融機関　31.1%
24名 / 12,486,032株

金融商品取引業者　1.2%
28名 / 494,666株

その他国内法人　14.0%
174名 / 5,605,774株

個人その他　22.0%
3,305名 / 8,810,447株

総数

40,150,000株

データ集／企業概要
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大株主

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

INTERTRUST TRUSTEES (CAYMAN) LIMITED SOLELY IN ITS CAPACITY AS
TRUSTEE OF JAPAN-UP

株式会社三井住友銀行

極東開発共栄会

株式会社日本カストディ銀行
（りそな銀行再信託分・株式会社みなと銀行退職給付信託口）

極東開発従業員持株会

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

三菱UFJ信託銀行株式会社

宮原 幾男

INTERTRUST TRUSTEES CAYMAN LIMITED AS
TRUSTEE OF JAPAN－UP UNIT TRUST
（注）持株比率は、当社が保有する自己株式（1,814千株）を控除して計算しております。

所有株式数（千株） 持株比率（%）

4,101

2,101

1,600

1,540

1,498

1,094

1,089

1,012

814

754

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

10.70

5.48

4.17

4.02

3.91

2.85

2.84

2.64

2.12

1.97
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■ 特装車事業
国内拠点

　日本トレクス株式会社

　株式会社エフ・イ・オート

　振興自動車株式会社

　北陸重機工業株式会社

　井上自動車工業株式会社

　株式会社九州特殊モータース

海外拠点

　極東特装車貿易（上海）有限公司 （中国）
　極東開発（昆山）機械有限公司 （中国）
　SATRAC ENGINEERING PRIVATE LIMITED （インド）
　PT. Kyokuto Indomobil Manufacturing Indonesia （インドネシア）
　PT. Kyokuto Indomobil Distributor Indonesia （インドネシア）
　Kyokuto Australia Pty Ltd （オーストラリア）

■ 環境事業
　極東サービスエンジニアリング株式会社

　極東サービスエンジニアリング北海道株式会社

　株式会社モリプラント

　株式会社エコファシリティ船橋

　株式会社エコファシリティ西宮

■ パーキング等事業
　極東開発パーキング株式会社

　ささしまライブパーキング株式会社

　株式会社エフ・イ・イ

社名

本社

ホームページ

設立

資本金

従業員数

極東開発工業株式会社

KYOKUTO KAIHATSU KOGYO CO.,LTD.

〒541-8519 

大阪府大阪市中央区淡路町二丁目5番11号

極東開発グループ本社ビル

TEL 06-6205-7800

www.kyokuto.com

1955年（昭和30年）6月1日

11,899百万円

連結3,237名　単独1,133名

関係会社情報　（2024年3月31日現在）

企業概要　（2024年3月31日現在） グループ会社及び生産拠点　（2024年3月31日現在）

極東開発工業及び日本トレクスの生産拠点 グループ各子会社の本社 エフ・イ・オートのサービスセンター海外グループ会社 海外販売代理店

日本で生産された製品は、ODAやトラック
メーカー様の販売網、自社販売網などを
通じ、これまでに150カ国以上の国々へ輸出
されています。

JIE NENG POWER 
INDUSTRY CO., LTD.

ANLIM CO., LTD.

TRANSCENDENT HEAVY 
MACHINERY SDN. BHD. SHITSU INDUSTRIAL 

SINGAPORE PTE LTD.

PS EQUIPMENT LTD.

極東特装車貿易（上海）有限公司

極東開発（昆山）機械有限公司Plant

SATRAC ENGINEERING 
PRIVATE LIMITEDPlant

Kyokuto Australia Pty Ltd

PT. Kyokuto Indomobil 
Distributor Indonesia

PT. Kyokuto Indomobil 
Manufacturing IndonesiaPlant

振興自動車株式会社

極東サービスエンジニアリング
北海道株式会社

エフ・イ・オート
仙台サービスセンター

北陸重機工業株式会社

株式会社エコファシリティ船橋

エフ・イ・オート
東京サービスセンター

極東サービスエンジニアリング株式会社

エフ・イ・オート
横浜サービスセンター

極東開発工業 福岡工場

株式会社
九州特殊モータース

エフ・イ・オート 大阪サービスセンター

株式会社エフ・イ・オート

株式会社エコファシリティ西宮

エフ・イ・オート 姫路サービスセンター

極東開発工業 三木工場

極東開発工業株式会社 本社

極東開発パーキング株式会社

株式会社モリプラント

株式会社エフ・イ・イ

極東開発工業 名古屋工場

エフ・イ・オート 岐阜サービスセンター

極東開発工業 横浜工場

日本トレクス株式会社 本社・本社事業所

日本トレクス 音羽事業所

日本トレクス　御津事業所

エフ・イ・オート 名古屋サービスセンター

井上自動車工業株式会社 ささしまライブパーキング株式会社

データ集／企業概要




